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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

令和5年4月版

2023

地球温暖化対策計画書

指 定 地 球 温 暖 化 対 策 事 業 者
又は特定テナント等事業者の別

氏名（法人にあっては名称）

指定地球温暖化対策事業者 損害保険ジャパン株式会社

事 業 所 の 名 称 損保ジャパン　本社ビル

事 業 所 の 所 在 地 東京都新宿区西新宿一丁目２６番１号

業
種
等

事業の
業　種

分 類 番 号 J67 J_金融業_保険業 保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む）

産 業 分 類 名 保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む）

事業所
の種類

主 た る 用 途 事務所

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

前年度末 128,227.80 ㎡ 基準年度 124,438.85 ㎡

用
途
別
内
訳

事 務 所 前年度末 98,636.29 ㎡ 基準年度 96,950.10 ㎡

㎡

放 送 局 前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

情 報 通 信 前年度末 210.00 ㎡ 基準年度 210.00

㎡

宿 泊 前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

商 業 前年度末 516.84 ㎡ 基準年度 347.89

㎡

医 療 前年度末 1,855.86 ㎡ 基準年度 1,855.86 ㎡

教 育 前年度末 ㎡ 基準年度

㎡

物 流 前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

文 化 前年度末 5,613.81 ㎡ 基準年度 1,885.00

事 業 の 概 要

１．損害保険事業　＜引き受け＞火災保険、海上保険、傷害保険、自動車保険、
　　自動車損害賠償責任保険、その他の保険、各種の再保険
　　＜資産の運用＞貸付業務、有価証券投資業務
２．他の保険会社の保険業に係る業務の代理または事務代行
３．融資、資産の流動化等に係る債務保証
４．投資信託の窓口販売業務
５．政府の自動車損害賠償保障事業の業務の一部委託

敷 地 面 積 9,299.28 ㎡

㎡

工場その他上記以外 前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

駐 車 場 前年度末 21,395.00 ㎡ 基準年度 23,190.00



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

指 定 地 球 温 暖 化 対 策 事 業 者
又は特定テナント等事業者の別

氏名（法人にあっては名称）



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

公 表 の
担当部署

名 称 人事部

電 話 番 号 等 050-3798-3531

計 画 の
担当部署

名 称 人事部

電 話 番 号 等 050-3798-3531

公表方法

ホームページで公表

冊 子

http://www.sjnk.co.jp/csr/environment/valuechain/climate/

窓 口 で 閲 覧

閲覧場所：

所在地：

閲覧可能時間：

アドレス：

入手方法：

そ の 他 アドレス：

冊子名：

6 1

特定地球温暖化対策事業所 2009 年度

指定地球温暖化対策事業所 2009 年度 事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 1976

ＳＯＭＰＯホールディングスグループは、かけがえのない地球環境を未来へ引き継ぐため、業務プロセスに環境への配慮を
組み込むとともに、ステークホルダーとの積極的な対話と協議を通じて、環境問題の解決に積極的に取り組むことで、レジ
リエントで持続可能な社会づくりに貢献していきます。

《環境行動》
１．社会のレジリエンスを高めるための商品・サービスの提供
２．バリューチェーンを含めた環境負荷の低減
３．環境問題に対する意識啓発、環境・地域貢献活動の推進
　
　上記の取組みについて、環境目的および環境目標を定めて定期的に見直しを行い、継続的な改善に努めます。

再エネの導入・利用に関する取組みについて：

統括管理者
（総務部）

技術管理者

ＣＳＲ推進事務局
（ＣＳＲ室・総務部）

推進員（テナント）
エクセルシオールカフェ
ドトールコーヒー

推進員（テナント）
コンビニエンスストア
ファミリーマート

※推進体制の統括責任者 ※各テナントの協力をとりまとめ、計画作成、対
策実施を推進する。

※統括管理者に対して技術的な助言を継続的
に行う。

※テナントとの温暖化対策の推進に向けた協
議を行う。

保守管理会社
（SOMPOコーポレートサービス）

※本社ビルにおける温暖化対策計画の
立案と企画推進

グループＣＳＲ推進本部



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

計 画
期 間

2020 年度から 2024 年度まで

削 減
目 標

特 定 温 室
効 果 ガ ス

各階事務室内及び共用部照明器具の更新（ＬＥＤ化）を計画的に実施中。
基準排出量の削減義務（25％）以上の削減に努める。

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

当事業所から排出される特定温室効果ガス以外のガス（その他ガス）は、水道の使
用及び下水道への排水に伴う二酸化炭素の排出が主体となっている。したがって、
節水を行うことで、その他ガスを削減する。当事業所内トイレの大半は、節水型の
衛生器具への更新を進めており、節水対策は実施済みである

25%

計 画
期 間

2025 年度から 2029 年度まで

削 減
義 務
の

概 要

基 準 排 出 量 11,187
ｔ（二酸化炭素換
算）/年

削 減 義 務
率 の 区 分

Ⅰ－２

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

41,955
ｔ（二酸化炭素換
算）

平 均 削 減
義 務 率

削 減
目 標

特 定 温 室
効 果 ガ ス

各階事務室照明器具等の未更新設備･機器の更新を計画的に実施、基準排出量の削減
義務以上の削減に努める。

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

当事業所から排出される特定温室効果ガス以外のガス（その他ガス）は、水道の使
用及び下水道への排水に伴う二酸化炭素の排出が主体となっている。したがって、
節水を行うことで、その他ガスを削減する。引き続き節水対策を実施する

2020 年度 2021 年度

特 定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2 ）

7,886 8,186 8,739

2022 年度 2023 年度 2024 年度

メ タ ン
（ CH4 ）

そ
の
他
ガ
ス

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

ﾊ ｲ ﾄ ﾞ ﾛ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ HFC ）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

合 計 7,907 8,208 8,764

上 水 ・ 下 水 21 22 25

年度 2023 年度 2024 年度

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

61.5 63.8 68.2

2020 年度 2021 年度 2022



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

過 去 の 実 績 排 出 量 の
平 均 値

基準年度：（ 2002年度、2003年度、2004年度

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他 算定方法：（

2022 年度 2023 年度 2024 年度前削減計画期間 2020 年度 2021 年度

削減義務率の区分 Ⅰ－２

2020 年度から 2024 年度まで

変 更 年 度

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度 2023 年度 2024 年度

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

2020 年度 2021 年度 2022

年度 2023 年度 2024 年度
削 減 義 務
期 間 合 計

2020 年度 2021 年度 2022

11,187 55,935

削減義務率(B) 25.00% 25.00% 25.00% 25.00% 25.00%

基準排出量(A) 11,187 11,187 11,187 11,187

41,955

削 減 義 務 量
(D ＝ Σ (A × B))

13,980

実
績

特 定 温 室 効 果
ガス排出量(E) 7,886 8,186 8,739

決
定
及
び
予
定
の
量

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

24,811

排 出 削 減 量
（F＝A - E） 3,301 3,001 2,448 8,750

具 体 的 な 増 減 要因

2022年度の特定温室効果ガス排出量は、前年度比で約6.8％増加となった。
（エネルギー種類別では、電気:約2.6％増加、冷水:約21.6％増加、蒸気:約2.0％減少）
・各階事務室照明器具ＬＥＤ化工事及びレイアウト変更工事実施による電気使用率の増加
・コロナ感染予防対策として中間期、夏季に外気取入量を増やして空調機運転を行った事による
冷水使用量の増加
・冬季の平均気温が前年度と比較して高めに推移したことによる蒸気使用量の減少

上記の要因等により基準排出量に対して約21.9％削減となり、削減義務率を達成できなかった。

増 減 要 因

削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 130100 13_空気調和の管理 クールビズ等 2011～ ７月～９月末の期間

2 150200 15_照明設備の運用管理 ＬＥＤ化工事 2013～ 地下１階通路照明ＬＥＤ化工事実施

3 150200 15_照明設備の運用管理 ＬＥＤ化工事 2014～
･１階エントランス照明ＬＥＤ化工事実施
･２階大会議室、ロビー照明ＬＥＤ化工事実施

4 150200 15_照明設備の運用管理 ＬＥＤ化工事 2015～ 外灯照明ＬＥＤ化工事実施

5 130200 13_空気調和設備の効率管理 空調設備稼働時短等 2015～
･ＥＬＶ機械室空調設備稼働時短（室内温度制御の導入３２℃設定）
･厨房系統、バックヤード系統の空調設備稼働短縮　等

6 140100 14_給湯設備の管理 給湯設備稼働休止及び時短等 2015～
･中央給湯設備（貯湯槽）の一部休止
･７月～９月末の期間、８階清掃用流し台電気温水器の稼働を停止。

7 150200 15_照明設備の運用管理 照明設備稼働時短等 2015～ 毎週水曜日をノー残業として設定。且つ、７･８月の金曜日を推奨。

8 120700
12_蒸気の漏えい及び保温の管
理

保温管理 2016～
･蒸気ヘッダー廻りバルブ保温工事実施
･適宜保温材の損傷、脱落等の点検確認を行い、管理、補修を行う。

9 150200 15_照明設備の運用管理 ＬＥＤ化工事 2016～
･地下駐車場照明ＬＥＤ化工事実施
･階段室及び一部通路照明ＬＥＤ化工事実施

10 150200 15_照明設備の運用管理 ＬＥＤ化工事 2017～
･地下２階公共通路照明ＬＥＤ化工事実施
･地下２階塵芥処理室照明ＬＥＤ化工事実施

11 150200 15_照明設備の運用管理 ＬＥＤ化工事 2018～
8階清掃員控室他、B1階及びB2階各執務室及びB3階第一・第二書庫他照明
ＬＥＤ化工事実施

12 150200 15_照明設備の運用管理 ＬＥＤ化工事 2019～
17階及び18階事務室、Ｂ２階北東執務室、PH2階～35階機械室・EPS他
各階共用部廊下天井改修工事（Ⅰ期）9フロア照明ＬＥＤ化実施

13 150200 15_照明設備の運用管理 ＬＥＤ化工事 2020～
基準階トイレブース間接照明、21階～34階機械室・EPS　他
各階共用部廊下天井改修工事（Ⅱ期）7フロア照明ＬＥＤ化実施

14 150200 15_照明設備の運用管理 ＬＥＤ化工事 2021～
4,5階専有部照明器具LED化工事、地下1階玄関ロビーＬＥＤ化工事
各階共用部廊下天井改修工事（Ⅲ期）8フロア照明ＬＥＤ化実施

15 150200 15_照明設備の運用管理 ＬＥＤ化工事 2022～
専有部照明器具LED化工事（第2期）14フロア照明ＬＥＤ化実施
各階共用部廊下天井改修工事（Ⅳ期）9フロア照明ＬＥＤ化実施

16

17

18

19

20

　　（再生可能エネルギーの設備導入及び利用の状況）

71

72

73

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

81

82

83

【排出量取引の計画及び実施の状況】

91

92

93

対策
Ｎｏ

対策の区分

対 策 の 名 称 実 施 時 期 備 考



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

当社では、地球の環境保全・地球的規模での環境保全及び循環型経済社会の構築を企業の社会的な責任ととらえ、環境・経済効
率に配慮し環境問題への取組みを地道かつ継続的に展開してきた。そのことにより事業者従業員の地球環境に対する意識の向上
が図られた。また、具体的には以下のとおり地球温暖化対策に取り組んできた。

１．事業所での省エネの取組み
　＜１＞2000年度　空調用冷水ブースター・ファンコイル用冷温水循環ポンプを回転数制御方式のポンプに更新
　＜２＞2003年度　エスカレーターの人感センサー運転制御の導入
　＜３＞2008年度　高効率変圧器・高効率ランプへの更新・自動調光システムの導入
　＜４＞2000年度から2006年度　エレベーターの直流型からインバーター型への更新
　　　(１)2000年度　Ｓ側地下エレベーター１台
　　　(２)2001年度　Ｎ側地下エレベーター１台、Ｓ側非常用エレベーター１台
　　　(３)2005年度　Ｓ側低層４台・中層４台・高層３台、Ｎ側低層４台
　　　(４)2006年度　Ｎ側中層４台・高層３台・非常用エレベーター１台
　＜５＞2013年度～2014年度　１階エントランス及び２階大会議室・ロビーの照明をＬＥＤ化
　＜６＞2014年度　7/1～9/30の期間中、室温設定を２８℃し、節電に努めた。
　＜７＞2015年度　エレベーター機械室６系統の空調自動制御を変更し、設備稼働の時短をはかった。
　　　　　　　　　（室内温度制御を導入：３２℃設定）
　＜８＞2015年度　3･43階厨房系統の空調設備自動制御を変更し、設備稼働の時短をはかった。
　　　　　　　　　（空調連動機器の切り離し）
　＜９＞2015年度　冷水ブースターポンプ（空調熱源）の運用を変更し、設備稼働の省エネ化をはかった。
　＜１０＞2015年度～2016年度　外灯照明、地下駐車場及び階段室等の照明をＬＥＤ化
　＜１１＞2017年度　地下2階公共通路及び塵芥処理室等の照明をＬＥＤ化
　＜１２＞2018年度　8階清掃員控室他、B1階及びB2階各執務室、B3階第一・第二書庫他照明をＬＥＤ化
　＜１３＞2019年度　17階及び18階事務室、Ｂ２階北東執務室、PH2階～35階機械室・EPS他照明をＬＥＤ化
　　　　　　　　　　各階（9フロア）の共用部廊下照明、3階西食堂をＬＥＤ化
　＜１４＞2020年度　基準階トイレブース間接照明、21階～35階機械室・EPS他照明をＬＥＤ化
　　　　　　　　　　各階（7フロア）の共用部廊下照明をＬＥＤ化
　　　　　　　　　　3階共用部、東食堂・厨房照明をＬＥＤ化
　＜１５＞2021年度　4,5階専有部照明器具をＬＥＤ化
　　　　　　　　　　各階（8フロア）の共用部廊下照明をＬＥＤ化
　　　　　　　　　　地下1階玄関ロビーをＬＥＤ化
　＜１６＞2022年度　オフィス専有部照明器具をＬＥＤ化（14フロア）
　　　　　　　　　　各階の共用部廊下照明をＬＥＤ化（9フロア）
　

２．社員・グループ会社に対する環境意識向上のための啓発活動
　ISO14001を取得し、社員の環境に対する意識向上をさせるために、ＣＳＲ研修や環境への社会貢献活動など
　意識改革に向けた取組みを積極的に推し進めている。
　また、地球環境に関する協働の促進、地域の環境改善活動のサポートへ積極的に参加している。

再エネの導入・利用に関する取組みについて：


